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要旨：長崎市端島（通称：軍艦島）の鉄筋コンクリート造建築物は，経年による材料劣化が進行しており，維

持・保全のために劣化を考慮した構造安全性能の評価が求められている。そこで本研究では，同島の象徴的

な建築物である端島 3 号棟を対象として，部材の劣化度合いを考慮した耐震診断による性能評価方法を提案

した。さらに応答解析を実施して，部材の劣化が構造性能に及ぼす影響を検討した。 

キーワード：鉄筋コンクリート，材料劣化，端島, 構造性能, 耐震診断, 応答解析 

1. はじめに 

 建築物の長寿命化が求められている現在，構成する部

材で，経年による材料劣化が進展した場合，構造性能に

及ぼす影響を把握し対処する事が求められている。長崎

市端島(通称：軍艦島)の建築物の多くは鉄筋コンクリー

ト造で 1) ，長年無人島と化しており，様々な程度で劣化

が進行している。劣化した RC 建築物を維持・保全する

ためには，建物ごとに，劣化の度合いを考慮した構造安

全性能評価を行う必要がある。そこで，端島の 3 号棟を

対象として，調査によって劣化状況を把握し，構造性能

に及ぼす影響の評価方法を検討する。 

 

２．対象建物 

対象建物は端島の中央部で最も高所にある岩の斜面

に建つ 3 号棟とする。表－1 に建物概要を示す。当時の

設計図面と現地調査に基づき，伏図および架構図を作成

した。図－1,2 に建物の基準階伏図と桁行方向の架構図

を示す。桁行方向は雑壁のあるラーメン構造で，梁間方

向は耐震壁付きラーメン構造である。図のとおり半地下

部分はわずかであった。図－3 に端島内の建物配置を示

す。また，表－2 に比較的に劣化が顕著であった柱・梁

の断面詳細と劣化を示す。 
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図－3 端島の建物配置 
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図－1 基準階伏図 
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図－2 桁行方向の架構図 
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表－1 建物概要 

建設年 1959 年(昭和 34 年) 

用途 集合住宅 

構造種別 RC ラーメン構造 

階数 地上 4 階+半地下 1 階 

地盤 第一種地盤と仮定 

 

３．調査と劣化度の評価 

3.1 劣化度調査 

 文献 2)で提案された方法に従い，調査により各階の柱・

梁・壁等の劣化度を確認し，劣化を考慮した耐震性能残

存率 REを算出した。ここでいう REとは、初期性能に対

する残存率(低下の度合い)を評価しているものであり，

地震被害を対象とした残存耐震性能率 R の考え方 3)を，

経年劣化した端島の建物の構造性能の低下に準用したも

のである。劣化度ごとに分類した鉛直部材本数と劣化度

を考慮した耐震性能残存率 RE を併せて表－3 に示す。

RE は、桁行方向 3 階の 83％で最小値となった。また，

梁間方向に比べ桁行方向の劣化が比較的進行しているこ

とが分かる。調査にて各階 3 本ずつ，計 12 本のコンク

リートコアを採取して圧縮試験を行った。表－4 に各階

のコンクリート圧縮試験結果(平均値)を示す。 

 

表－4 圧縮試験結果 

階 
圧縮強度 
(N/mm2) 

ヤング係数
(×104N/mm2) 

4 20.1 1.48 

3 17.8 1.58 

2 18.1 1.70 

1 17.6 1.56 

平均 18.4 1.58 

 

3.2 常時微動測定 

3 号棟を対象に常時微動計測を行った。サンプリング

周波数は 100Hz とし，1000 秒間計測した。計測された

微動波形について，一定長のスパン（解析スパン）でデ

ータを区切り，フーリエ解析を行った。解析スパンは

8192（=213）データ（81.92 秒）とし，スパンを 1/4 ずつ

ずらし，ランニングスペクトルの平均で平滑化した。1 階

に対する屋上階のフーリエスペクトル比(RF/1F)として

分析した各方向の結果を図－4 と表－5 に示す。 

 

表－5 卓越振動数と固有周期 

方向 卓越振動数 固有周期 

桁行 5.85 Hz 0.170 秒 

梁間 7.71Hz 0.130 秒 

表－2 劣化度の大きい柱・梁断面 

柱断面 

  

主筋 8-19Φ 

帯筋 9Φ-＠200 

劣化度 Ⅲ 

梁断面 

  

主筋 6-19Φ 

あばら筋 9Φ-＠200 

劣化度 Ⅳ 

 

表－3 劣化度を考慮した耐震性能残存率 RE 

方

向 
階 

劣化度 
RE 

0 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

桁

行 

4 16 6 0 2 2 0 89％ 

3 12 3 6 3 2 0 83% 

2 8 8 6 2 2 0 84% 

1 13 6 4 4 0 0 87% 

梁

間 

4 11 9 0 0 0 0 96% 

3 9 8 1 0 0 0 95% 

2 10 9 1 0 0 0 96% 

1 12 7 1 0 0 0 97% 

  

 

 

 

 

 

 

 

(a) 桁行方向 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 梁間方向 
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図－4 フーリエスペクトル比（RF/1F） 
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４．耐震診断による性能評価 

 耐震診断を利用して，劣化した建物の性能評価を試み

る。調査より半地下の面積は十分に小さいことから無視

し，全 4 層として対象建物を扱う。また，積載重量を考

慮している。まず，文献 4)の第 2 次診断に従い保有性能

基本指標E0と形状指標SDを表－6に示すとおり求めた。

梁間方向は耐震壁が多いため E0 が大きい。劣化が顕著

である建築物では，経年指標 T を算定するための調査が

困難である。そこで，本稿では経年指標 T に替え，耐震

性能残存率 RE を使用し，式(1)に示す，劣化を考慮した

構造耐震指標 ISRを提案する。 

𝐼𝑆𝑅 = 𝐸0 × 𝑆𝐷 × 𝑅𝐸           (1) 

一方、当該エリアの地域係数 Z が 0.8 であり、地盤指

標 G と用途指標 U を 1.0，耐震判定基本指標 ES を 0.6

と考え，構造耐震判定指標を ISO＝ES･Z･G･U＝0.48 と

した。ISR/ISOは桁行方向 1 階で最小の 75％であった。 

 

表－6 2次診断結果 

 階 E0 SD RE ISR ISR/IS0 

桁

行 

4 1.01 1.00 89％ 0.89 185% 

3 0.63 1.00 83% 0.52 108% 

2 0.53 1.00 84% 0.44  91% 

1 0.42 1.00 87% 0.36  75% 

梁

間 

4 2.88 1.00 96% 2.79 575% 

3 1.69 1.00 95% 1.60 333% 

2 1.20 1.00 96% 1.15 239% 

1 1.04 1.00 97% 1.00 208% 

 

５．静的増分解析による性能評価 

5.1 解析モデル 

 耐震診断にて，耐震性能が低かった桁行方向に関して，

解析ソフトウェア SNAP Ver.7.0.0.6（(株)構造システム）

を使用し，立体骨組モデルの静的増分解析を行った。ま

ずは劣化を無視した場合（建設当初モデル）の 3 号棟の

立体骨組モデルを作成した。柱・梁部材は図－5(a)のと

おり，曲げバネ，せん断バネ，軸バネの複合モデルとし，

図－5 (b)に示すように耐震壁は 3 本柱と剛梁に置換する。

曲げバネ，せん断バネはそれぞれ図－6 に示すモデルと

し，各項目は文献 5）により求めた。解析ソフトの仕様で

耐力低下は考慮できないため，終局強度に達した後の剛

性低下率α2は解析の安定性を考え，0.001 とした。なお，

軸バネは弾性である。外力分布は，Ai 分布を用い，層間

変形角 1/200 に達するまで荷重増分で載荷し，基礎は固

定，床は剛床とし，耐震診断と同様，半地下を無視した

全 4 層とした。 

 

 

 

(a)  柱・梁          (b) 壁 

図－5 部材のバネモデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 曲げバネとせん断バネの履歴特性 
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図－7 1階の履歴曲線（建設当初モデル） 
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5.2 建設当初モデルの履歴曲線 

解析で得られた 1階の履歴曲線に耐震診断のC-F関係

を重ねて図－7 に示す。履歴曲線中には 1 階の柱にせん

断破壊が発生した点を▲で表す。せん断破壊後の耐力低

下は考慮していないため，それ以降の履歴は実状と異な

ることを付記する。層間変形角が約 1/600rad.の時，最初

のせん断破壊が発生した。この柱は，耐震診断において

極脆性柱と判定された B 構面の柱であった。耐震震診断

において極脆性柱の破壊は F＝0.8 に相当する層間変形

角 1/500 を想定しており，本解析では若干早期にせん断

破壊が発生していることが分かる。以降，層間変形角

1/200 までに，せん断破壊する柱は全て B 構面に集中し

た。また，層間変形角 1/200 に達するまでに，1 階のみ

ならず 2 階の B 構面の柱もせん断破壊が発生した。 

5.3 解析における劣化の考慮方法 

劣化を考慮して部材の履歴特性を変化させる評価方

法を提案する。文献 6）に示された塑性率に応じた履歴特

性を劣化度 0 の場合として図－8 に示す。文献 2）には表

－8 に示す耐震性能低減率が定められており，この数値

を採用して，劣化度に応じて低減係数として乗じた履歴

特性を図－8 に示すように想定する。ここの時，ひび割

れ点は劣化による損傷で消失すると考える。この履歴特

性を劣化度に応じて部材に復元力特性として与え，劣化

考慮モデルを作成した。なお，使用した解析ソフトでは

耐力低下を考慮できないことから，せん断破壊後の耐力

低下は，別途に 5.6 節で検討する。 

 

表－8 耐震性能低減率 2） 

劣化度 せん断柱 曲げ柱 せん断梁 曲げ梁 

Ⅰ 0.95 0.95 0.95 0.95 

Ⅱ 0.80 0.80 0.80 0.80 

Ⅲ 0.65/0.33 0.65/0.33 0.65 0.65 

Ⅳ 0.25/0.10 0.25/0.10 0.25 0.25 

Ⅴ 0.00 0.00 0.00 0.00 

コア 

欠落 
0.00 0.00 0.00 0.00 

(片面のみ/両面とも) 

 

5.4 劣化考慮モデルの履歴曲線 

劣化考慮モデルの静的増分解析で得られた 1 階の履歴

曲線を図－9 に示す。同図には，建設当初モデルの曲線

と耐震診断で得た C-F 関係も重ねた。ここで C には耐

震性能残存率 RE（=87%）を乗じている。劣化考慮モデ

ルの履歴曲線と，F=0.8, 1.0 に相当する層間変形角 1/500, 

1/250 で C×REのピークと概ね一致した。建設当初モデ

ルと劣化考慮モデルのベースシアに着目すると，最初の

柱のせん断破壊が発生する付近の層間変形角 1/600 では 

 

(a) 曲げ 

 

(b)せん断 

Mcr:曲げひび割れ点 My:曲げ降伏点 

Qcr:せん断ひび割れ点 QSU:せん断破壊点 μd:塑性率 

図－8 部材の劣化度と履歴特性の想定 

 

 

 

 

図－9 1階の履歴曲線（劣化考慮モデル） 
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ベースシアが約 16％低下し，層間変形角 1/200 では約

12％の低下となった。 

5.5 部材の損傷状況の比較 

 経年劣化が部材の損傷進展に与える影響を確認するた

め，建設当初モデルおよび劣化考慮モデルの両モデルに

ついて，架構の損傷性状を図－10(a) ，(b)に比較して示

す。同図は層間変形角 1/200 に達した時点での，損傷の

著しい B 構面の損傷であり，(c)に部材の劣化度の調査結

果を併せて示す。建設当初モデルに比べて劣化考慮モデ

ルでは，劣化度の大きな部材周辺でせん断破壊や曲げ降

伏する部材数が増えており，B 構面は 1 層と 2 層で層崩

壊しかねない損傷を受けている。 

 

5.6 耐力低下を考慮した履歴曲線 

 荷重増分法を用いた本解析では，部材の耐力低下を考

慮できていない。そのため，柱のせん断破壊が生じた時

に，その部材耐力を差し引くことで，簡易的なせん断破

壊による耐力低下を考慮した。図－11 にその時の 1 階の

履歴曲線を示す。建設当初モデルと劣化考慮モデルのベ

ースシアに着目すると，ピーク値が約 20％低下し，層間

変形角 1/200 では約 37％の低下となった。 
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図－11 1階の履歴曲線（耐力低下考慮） 

 

６. 地震応答解析 

6.1 入力地震波 

 建設当初モデルと劣化考慮モデルの桁行方向に関する

地震応答解析を行った。入力する地震波は，常時微動計

測で得た固有周期と近い周期で卓越する 2003 年宮城県

沖地震の観測波である JMA Ohfunato NS 波とし，最大速

度を 50cm/s に基準化した。入力波の時刻歴波形を図－

12(a)に，と加速度応答スペクトルを図－12(b)に建物の 1

次固有周期を併せて示す。解析における減衰は初期剛性

比例型で減衰定数を 3％とし，静的増分解析と同様に部 

 

           

           

           

           

(a)  建設当初モデルの損傷（1層が 1/200時点） 

 

           

           

           

           

(b)  劣化考慮モデルの損傷（1層が 1/200時点） 

 

           

           

           

           

(c) 柱および梁の劣化度 

 

図－10 B構面の部材損傷状況および柱梁の劣化度 

 

 

(a) 加速度波形  

 

(b)  加速度応答スペクトル 

図－12 入力地震波の特性 
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材がせん断破壊した後の耐力低下は考慮していない。 

6.2 地震応答による損傷状況の比較 

 静的増分解析同様，解析終了時における最も損傷の激

しかった B 構面について，両モデルの部材損傷状況の比

較を図－13 に示す。静的増分解析においての損傷状況と

同様，建設当初モデルに比べて劣化考慮モデルで，せん

断破壊，曲げ降伏する部材数が増え，その多くは劣化度

の大きな部材周辺に損傷が集中していた。図－14(a)に最

大層せん断力係数，図－14 (b)に最大層間変形角の各階

における分布図を示す。 

最大層せん断力係数は劣化の考慮によって 1F で 16％，

2F で 10％の低下がみられた。層間変形角は，建設当初

モデルでは 1F で最大となったが，劣化考慮モデルでは

2F で最大となり，2F から 4F で建設当初モデルより上

回る結果となった。劣化によって崩壊系が影響を受ける

事を確認した。 
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(a) 最大層せん断力係数  (b) 最大層間変形角 

図－14 各階の分布図 

 

７．まとめ 

 長崎市端島の 3 号棟を対象として劣化度調査，耐震診

断と応答解析を実施して，以下の知見を得た。 

1) 劣化した RC 造建築物の耐震性能評価として，耐震診

断と耐震性能残存率REを組み合わせる手法を提案した。

端島 3 号棟では，劣化を考慮した構造耐震指標 ISR は，

1階の桁行方向で構造耐震判定指標 ISOの 77%であった。 

2) 部材の劣化度に応じて履歴特性モデルを変化させる

手法を提案し，静的増分解析、地震応答解析に適用した。

端島 3 号棟の桁行方向では，劣化によって水平耐力が低

下し，劣化した部材周辺で損傷が進展することを示した。 

 

 

 

 

損傷状況の凡例は図－12 と同じ 

           

           

           

           

(a)  建設当初モデル 

 

           

           

           

           

(b)  劣化考慮モデル 

 

図－13  地震応答解析による B構面の部材損傷状況 
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